








































































エピソードを示そう。2011 年 3 月 12 日、東京
電力福島第一原子力発電所（福島原発）1 号機が
水素爆発、14 日には 3 号機が爆発した。新潟県
は市町村と連携しながら避難の受入れの準備をは
じめていたが 1）、14 日夜には福島県からの自主














3 月 15 日の受入れ緊急要請からわずか 1 日で、
避難所情報の整備や、必要な物資の準備ができて
いたということになる。ちなみに、この日、新潟






















































1923 年 9 月 1 日 関東大震災
M7. 9（推定）。関東南部から東海地域まで甚大な被害が出た。死者約
10 万人。地方に罹災者が避難をし、新潟にも避難者がやってきた。
1955 年 10 月 1 日 新潟大火
新潟市中心部の約 900 の建物が消失、鎮火まで約 8 時間。奇跡的に死
者 0 人。
1963 年 1 月 三八豪雪
東北から北陸・山陰地方、四国、九州まで長く降雪が続く。新潟県内
の死者・行方不明者は 12 人（24 道府県で 231 名）。
1964 年 6 月 16 日 新潟地震
M7.5。秋田県から新潟県まで日本海沿いの広い範囲で液状化が発生。
新潟市や村上市、佐渡島に最大波高 3 メートル以上の津波。スロッシ
ングによる石油タンクの火災など。新潟県の死者 13 人、負傷者 315 人。







2004 年 10 月 23 日 新潟県中越地震
M6.8。山古志村や長岡市小国、小千谷市、魚沼市で住宅倒壊や土砂崩
壊など。死者 68 人中、圧死など地震による直接の犠牲者は 4 分の 1 で、
他は多くは被災後の「災害関連死」。
2005 年 12 月




2007 年 7 月 16 日 新潟県中越沖地震
M 6. 8。柏崎市、長岡市、刈羽村では震度 6 強を記録した。震源域に
面していた東京電力柏崎刈羽原子力発電所が被災。宅地の損壊、商工
業や農林水産関係施設、道路など公共インフラや水道、ガスなどのラ
イフラインの被害も大きかった。新潟県は死者 15 人、負傷者 2,316 人。
2011 年 3 月 12 日
長野県北部地震（新
潟・長野県境地震）
M6.7。震度 6 弱の十日町市、津南町を中心に住宅の全半壊被害 297 棟。
2011 年 7 月 27 日
-30 日




2016 年 12 月 22 日 糸魚川市大規模火災
糸魚川市で全焼 120 棟、半焼 5 棟、部分焼 22 棟の大火災。強風で延焼
拡大。
2017 年 11 月
-2018 年 3 月
平成 30 年豪雪
新潟県では、1 月 11 日から 12 日に信越本線の電車が 15 時間立ち往生、
29 日に佐渡市で水道管が凍結・破損し 1 万世帯以上が断水。除雪作業
中の事故などで死者 9 人、負傷者は重傷者 41 名、軽傷者 58 人。
出典： 北原糸子・松浦律子・木村玲欧編 2012『日本歴史災害事典』吉川弘文館、気象庁HP（https://www.jma.go.jp． 


















































ta.lg.jp、最終閲覧日：20140203）、同防災ポータブル「（第 27 報・最終報）3 月 12 日 3 時 59 分頃の
長野県北部の地震の被害状況について」（http://www.pref.niigata.lg.jp/kikitaisaku/1306702833686.




















































知事（当時）の在任期間（2004 年 10 月 25 日～
























































































2007 年 7 月 16 日 10 時 13 分、マグニチュード
6. 8、最大震度 6 強の中越沖地震が発生し、柏崎
市を中心に、死者 15 人、重軽傷者 2, 345 人、家
















































































































































福島原発事故は、12 日に 1 号機、14 日に 3 号



































17 日には、県と 20 市町村が受け入れ態勢を整




































































































2012 年 12 月まで延長された。
5．受け入れ地域が示した社会正義のかたち
図 2 は、2011 年の福島県から新潟県への避難
者の動向を示したものである。述べたように、新
潟県への避難者総数は、3 月 16 日が 2, 374 人、

















































入れ方針に沿って、3 月 17 日に公民館に一時避
難所を開設した。その後、湯沢町では、一時避難
所のかわりに旅館・ホテルを使用することについ
て新潟県と直接に協議し、3 月 26 日からは町内
の宿泊施設 109 軒を避難所として提供した。避難





































































































































































湯沢にいたのは 5 月の末から 7 月いっぱい







































































































































































2） 「 新 潟 県 災 害 対 策 本 部 報 道 資 料 」 新 潟 県 H P
（http://www.pref.niigata.lg/HTML_Articl/544/67
3/ 03151315fukushima.pdf：最終閲覧日 2011 年 3
月 24 日）。
3） 2017 年 9 月 8 日ヒアリング、10 月 27 日のヒアリ
ングによる。

















田知事　対談～（2016 年 1 月 12 日対談）」新潟県
HP、http://pref.niigata.lg.jp/shinsaifukkoushi






















組みと地域支援（平成 19 年 7 月）」国土交通省北
陸地方整備局HP（http://www.hrr.mlit.go.jp/bos
ai/noto-chuetsuoki_jishin/index.html、最終閲覧日
2019 年 2 月 25 日）。
11） 不動産を担保に金融機関から借入し、死亡後に借
入金を清算する制度。





ンタビュー）」『週刊エコノミスト』2015 年 9 月 1
日号（週刊エコノミスト HP、https ://www.
weekly-economist.com/2015/09/01/、最終閲覧日














2019 年 2 月 16 日）。
16） 新潟県 HP、http://www.pref.niigata.lg.jp/seisa
ku/1225130471214.html、最終閲覧日 2019 年 2 月








（2013 年 2 月 4 日）。







20） 既述のように、2011 年 3 月 12 日の長野県北部地震
で新潟県内の市町村が被災しているなかでの受け
入れであった。
21） 「平成 27 年（ワ）第 180 号　南相馬市原発損害賠
償請求事件」における「陳述書～原発事故によっ
て南相馬市が被った損害及びそこからの復興状況
～、2018 年 5 月 28 日」による。
22） 新潟県災害対策本部報道資料「避難者の受入状況





のため、17 日に受け入れた 7,280 人のうち約 2,400
名は被災地に住む中国人留学生や研修生であった
（朝日新聞、2011 年 3 月 18 日）。したがって、福島
県民の避難者は約 4, 880 人となる。ちなみに、避
難者の受け入れ数で 2 番目に多い山形県は朝日新
聞調べで 2,646 名であった（同上）。
24） 朝日新聞、2011 年 3 月 18 日。


















or.jp/20111214-kariage/、最終閲覧日 2018 年 1 月
15 日）。
28） 「平成 23 年第 3 回（6 月）湯沢町議会定例会議録
（第 1 号）（湯沢町役場 HP、http://www.town.
yuzawa.lg.jp/kaigiroku/H2306T_01.html、最終閲
覧日 2019 年 4 月 10 日）。
29） 『朝日新聞』2011 年 3 月 30 日。
30） 3 月 17 日の 15：00 より公民館に一時避難所を開設、
18 日の 14：00 から民宿、旅館、ホテル 65 軒を湯
沢町が借り上げ、避難所として利用した。車いす
が必要な人を含め、受け入れ数は 3 月 18 日から 31
日まで延べ 10, 078 泊であった（「平成 23 回第 2 回
（5 月）湯沢町議会臨時会会議録（第 1 号）」（湯沢
町役場 HP、http://www.town.yuzawa.lg.jp/
kaigiroku/H2305R_01.html、最終閲覧日 2019 年 4
月 10 日）。









35） 『朝日新聞』2012 年 6 月 14 日。
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記録―その時，山形県はいかに対応したか』。
山本幸俊 2007「関東大震災に関わる直江津町役場文書
―『京浜大震災救済書類』」『災害と資料』1：
1-11。
湯沢町議会 2012『湯沢町議会だより』106 号。
― 2014『湯沢町議会だより』112 号。
ラッセル，安藤貞雄訳 1991『幸福論』岩波書店。
渡邊登 2017『「核」と対峙する地域社会―巻町から柏
崎刈羽，そして韓国へ』リベルタ出版。
謝辞
本稿は「語り継ぐ存在の身体性と関係性の社会学―
排除と構築のオラリティ」（JSPS17KT0063）の成果で
ある。
